
 台風１９号で堤防が決壊した那珂川と久慈川について、原因究明

と復旧方法を検討する国土交通省の「堤防調査委員会」第３回会合

が１２月２日に開かれ、川底を掘って水位を低下させたうえで、堤

防の補強やかさ上げ、拡幅などを行う復旧方針をまとめました。来

年夏までに工事完了をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 越水が主な原因 「耐越水堤防」の普及を  

ブロック･遮水シート･鉄板で補強 

 堤防調査委員会は、決壊の主な原因を、川の水が堤防の上をあふ

れ出る「越水」によるものとし、復旧工事では堤防ののり面（斜

面）にコンクリートブロックや遮水シートなどを設置したり、堤防

の一番高い部分（天端）をアスファルト舗装したりすることを確認

しました。 

 さらに、越水だけでなく、川の水が地盤に浸透して堤防が壊れる

「パイピング破壊」や、河川側の堤防が削れる「浸食」が起きた可

能性もあるとして、堤防内に鉄板を埋め込む工事も実施するとして

います。 

 これらブロックやシート、鉄板などを使った堤防は「耐越水堤

防」と呼ばれ、日本共産党が国に提案、要望していた工法です。国

交省はこれまで、土を盛るだけの「土堤」を原則としてきました。 

 「耐越水堤防」の普及がダム事業推進の妨げになるとし、その普

及にストップをかけてきた方針の撤回と見直しが迫られています。 

 決壊箇所だけでなく、無堤防地区を含めて河川全体で整備を促進

するよう国と県に求めます。 
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被災者支援など県に１０分野２４２項目要望 

 日本共産党県議団と県委員会は１１月２８日、２０２０年度の県予算編

成と施策に対し、台風による被災者再建支援や、福祉、医療、介護の充実

など２４２項目の重点要望書を大井川知事あてに提出しました。 

 山中県議は、消費税増税による負担増や、国保税、介護保険料の値上げ

とサービス縮小など、政府が「全世代型社会保障検討会議」による社会保

障の改悪と予算削減をすすめようとする中で、国の悪政から県民の暮らし

を守る県政の役割発揮を求めました。 

 江尻県議は首都圏唯一の東海第２原発の廃炉を求め、電力会社や福井県

庁幹部職員などの多額の金品授受が明らかになる下で、「茨城県が原発マ

ネーに癒着することのないよう法令順守を徹底すべき」と求めました。 

 応対した宇野副知事は、「災害対策をふくめ、本日の要望を各担当部に

伝えて検討したい」と述べました。 

（左から）要望書を受け取る宇野副知事と、山中たい子・

江尻かな両県議、大内くみ子・上野高志両党県副委員長 

＝28日、茨城県庁 

第４回定例県議会 １２／４～１２／２０ 

「緊急放流減らす」 ダム運用検証 
  

 台風１９号をふまえ、政府はダムの運用方法を見直すため、

関係省庁による検討会議を設置しました。 

 想定を超える大雨が降ると、ダムを決壊させないためとして

緊急放流が行われますが、下流ではダムの治水効果を前提に河

川を整備してるため、治水機能を失って緊急放流を行うと、破

堤・越流などの危険性があります。 

 検討会議では、「治水ダム」だけでなく、都市用水や農業用

水、発電のための「利水ダム」も事前に放流

し、貯水機能を高めて緊急放流を回避すること

を目的に年内に基本方針を決定。来年６月ごろ

から実施するとしています。 

 茨城県が管理するダムは７つ（水沼、小山、花貫、十王、竜

神、藤井川、飯田）あり、台風１９号で水沼ダムと竜神ダムで

初の緊急放流が行われました。流域に大きな被害は起きずにす

みましたが、豪雨災害への対策が求められます。 

改修工事 
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認可外保育施設の重大事故防止を求める要請書 

 

県は１０月３日、２０１８年９月に県内の認可外保育施設（ベ

ビーホテル、以下同施設）において生後２カ月の男児が死亡した事

故について、「茨城県認可外保育施設等における重大事故の再発防

止のための事後的検証委員会」が取りまとめた報告書を公表し、９

項目の提言等を踏まえて重大事故の再発防止に努めていくとしてい

ます。 

同施設が水戸市内にあったこと、同施設で２０１６年にも乳幼児

死亡事故があったこと等の情報が私どもに寄せられています。死亡

原因は不明とされ、同施設から廃止届が出されました。 

報告書によると、県は「認可外保育施設指導監督実施要項」に基

づき、同施設が指導監督基準を満たしていないとして２０１２年度

以降毎年のように是正指導を継続していました。特に、保育従事者

が複数配置されず有資格者がいなかったことは重大です。 

また、同施設に対する県の指導監査等が公表されず、子どもを預

けようとする親が施設を選ぶ際に重要な情報が提供されませんでし

た。 

待機児童解消策の一つとして認可外保育施設は増加傾向にあり、

より良い保育をめざして努力する施設がある一方、保育環境等に格

差があることも事実です。認可外保育施設は、本年１０月から始

まった無償化の対象とされましたが、５年間は国の指導監督基準を

満たさなくてもよいとされていることは問題です。 

日本共産党県議団は第３回定例会一般質問で「保育士が少ないな

ど不十分な保育環境が放置されないよう、早急な改善を県が指導す

べき」と求めたところです。 

しかし、今回の重大事故について、知事の定例記者会見で報告は

なく、所管の県議会保健福祉医療委員会委員にも報告がありませ

ん。 

利用者は様々な事情によって保育施設を選んでおり、どんな施設

でも子どもの福祉と安全が保障されることが求められます。しか

し、国はどんどん規制緩和を進め、保育現場で働く職員も安心して

働けない状況となっています。 

以上を踏まえ、県の取組について下記項目を要請いたします。 

記 

１．報告書内容を、県内の保育関係者や市町村担当課、施 

  設利用者等に広く周知する。 

２．報告書の提言等を踏まえ、実効性ある再発防止策を早 

  急に取りまとめ、公表・報告する。 

３．すべての認可外保育施設で指導監督基準が満たされる 

  よう指導を徹底し、必要な支援策を講じる。是正指導 

  に従わない施設は厳正な行政処分を行う。 

４．利用者がより安全な施設を選択できるよう、施設に対 

  する指導監査等の結果を公表する。 

５．届出等の権限移譲の有無にかかわらず、市町村が認可 

  外保育施設の情報を適切に提供できる体制を整備する。 

  特に、中核市に移行する水戸市との連携を強化する。 

以 上 

共産党県議団  認可外保育施設の重大事故防止を求めて県に要請 

 認可外保育施設で、相次いで２人の乳児が死亡しているとの情報が共産党県議団に寄

せられ、さっそく調査を行い、重大事故であるにもかかわらず県が発表していないこと

がわかりました。県は、検証委員会の報告書をホームページに掲載していましたが、議

会への報告や報道発表はありませんでした。水戸市への情報提供もないままです。 

 共産党県議団が１１月２８日、知事に提出した要請書は以下の通りです。 

 共産党県議団の要請書を受けて、１１月２９日以

降、マスコミ各社が報道しました。県議団への取材と

ともに、独自に県こども未来課や警察などへの取材を

重ねて事実と問題点を明らかにしています。 

 すべての子どもへのゆきとどいた保育、保育園の安定的な経

営、保育士等の専門性や継続性の保障のために、必要な取り組

みや課題についてご意見・ご要望をお寄せください。 

 




